
８．CENICAが一次・二次標準機関となるための要件（調査団見解） 

1. CENICA が満たすべき要件 

 CENICA が大気質測定の国家標準機関（二次標準機関）であるには以下の要件を満足し

なければならない。 
• 国家計量システムの枠組みに位置つける（トレーサビリティーの確保）：

CENAM の承認 
• ISO17025 認証の取得：EMA による認証 

 
ISO 認証は CENICA にとって困難な問題を含んではいない。書類の作成が主な作業と

なり、最終段階で二次標準機関としてのシステムが構築されるか、専門家の指導を受ける

ほうが良い。従って、国家標準機関 CENAM からの承認を受けることが国家標準とのトレ

ーサビリティーの確保となり、最も重要な要件となる。 
 
2. 環境基準設定項目別のトレーサビリティーを確保するシステムの要件 

CENICA が環境基準のある大気質の実質的な二次標準機関として機能するには各測定

物質について原器を保有するとともに、国家標準とのトレーサビリティーを確保するシス

テムの保有が必要である。墨国環境基準に定められている項目は、SO2、CO、NO2、O3、

TSP、PM10、Pb の 7 物質である。このほかに気象の項目が必要となる。以下に項目ごと

にトレーサビリティーにつながるシステムの要件を示す。 
 
2.1 SO2、CO、NO2：標準ガスの使用による校正、基準器の保有、流量校正 

標準ガスによる校正は、標準ガスが国家基準に合致している必要がある。墨国にお

いて国家検定の標準ガス供給はまだ行われていないが、既に CENAM においては製造

が始まっており、CENAM 内部の研究用として使われている。2005 年からの供給を

目指して製造準備が行われており、墨国の製造業者 2 社を製造供給機関と認定し、墨

国製造の検定標準ガスの供給が始まる予定である。従って、現在使用されている標準

ガスは、墨国製であるが、墨国検定品ではない。出荷検査時に米国 NIST 認定の製造

業者による標準ガスとの比較誤差値が記載されることが義務付けられており、米国の

国家標準とのトレーサビリティーが確保されている。墨国計量法では相互承認制度の

援用で、他国のトレーサビリティー（その国の国家標準と校正関係にあること）があ

れば墨国の国家標準と校正がなされたとみなされる。 
現在各モニタリングステーションで使用されている墨国製標準ガスは適法な標準ガ

スである。この標準ガスは CO：1000ppm、NO：50ppm、SO2：50ppm で製造され

ている。N2 ベースで単独にボンベ充填されたものと 3 種を混合して N2 ベースで製造

し、ボンベ充填されたものが市販されている。これらのガスを使用して校正するには

最小スパンに合わせ、100 倍に希釈して使用するが、この希釈装置の流量も校正する

必要がある。一般には基準となる流量計によるが、100 倍希釈の微細流量の流量計に

よる校正は困難であるので、一般には標準ガスによる校正を行っている。又、二次機

関であることから、機器比較測定用の基準器の保有が必要となる。 



2.2 O3：原器による校正、流量校正 

   O3 の国際的な校正方法は、UV 法による原器による校正法である。従って、原器に

より校正した二次原器による比較校正方法となるが、目下 O3 の国家原器は CENAM
で保有されていない。CENAM としては O3 原器を CENICA が保有し、O3 に係る国

家標準機関となることを希望している。流量の校正は 2-1 と同様である。 
 
2.3 TSP、PM10、Pb：重量の秤量、基準器の保有、流量校正 

重量の秤量は化学天秤等の CENAM で校正を行った計量器による。2-1 と同様、二

次機関であることから、比較校正用の基準器の保有が必要となる。流量の校正はピト

ー管による必要があり、CENAM は CENICA がこれの国家原器を保有することを希

望している。 
 
2.4 気象機器：風向・風速の校正、気温・湿度の校正、日射量の校正 

   風向風速について CENICA はシンクロモーター等による静的校正を計画している

が、風速の校正は動的な校正（風洞等による）以外正しい校正にはならない。気温・

湿度、日射量共に校正を行うにはかなりの設備が必要で、気象機器の校正は気象観測

機関の校正に任せるべきであろう。水委員会に所属する、国家気象センターとの連携

を図り、気象観測機器の精度の高い校正を図るための協議をする必要がある。 
 
3. 国家原器の保有（一次標準機関としての位置づけ） 

 CENICA が大気質測定に係る二次標準機関となるためには、O3 計及び流量計の国家標

準器を保有し、一次標準機関となることが求められる。国家原器の保有には経済商務省基

準局の同意が必要であり、保有後は国家原器としてその性能維持に努める義務が生じる。

定期的に行われる原器の国際比較を行う必要があり、これらの体制整備が必要であるが、

環境大気質測定の国家機関としては、むしろ原器を保有することでその技術レベルが確保

され、又、向上されると同時に、CENICA の立場が強化され、環境モニタリングに関する

主導性を確立することが容易となる。 
 



９．CENAMが CENICAに対して実施した、「全国測定ラボに必要なトレーサビリティ授与実

現可能性調査」の報告書 

CENAM 有機物質部 
 

ケレタロ市 2002 年 9 月 6 日 
 

技術訪問報告書 
2002 年 9 月 5 日メキシコ市に於いて実施 

環境庁環境研究測定部大気測定次部 大気測定・校正・基準移転ラボ 
 

1． 目的 
環境庁（INE）所属の大気測定・校正・基準移転ラボに関し、オゾン標準原基

などの機材を設置・維持し、全国の測定ラボに必要とするトレーサビリティー

を授与することの実現可能性を決定する。 
 
2． 展開 
上記訪問目的の達成のため、下記の各点を検査した。 
 
機材 
• 機材のタイプ 
• 機材の特徴 
• 現状 
 
施設 
• 指定ラボ 
• 環境条件 
• 施設の稼働状況 
 
人員 
• 人員数 
• 人員の技術能力 
 



文書類 
• 校正手順 
 
トレーサビリティー 
• 校正のトレーサビリティー・スキーム 
• 比較試験への参加 
 
不確実性 
• 不確実性の試算 
 
サービス 
• 校正サービスの提供能力（基準移転と測定器） 
 
上記を実施するため、物質部は Carlos Ramirez、Victor M. Serrano の２名の

測定専門家を指名し、INE より指名された Jose Zaragoza、Susana Hernandez、
Alejandro Garcia の３名と技術的性格の面接を行った。 又、施設内の大気測

定・校正・基準移転ラボの人員が内部測定・校正作業を実施しているのを視察

した。 時には、オゾン分析器の測定・校正プロセスに関する書類の提示を求

めた。 
 
3． 観察結果 
 
機材類 
大気測定・校正・基準移転ラボには、オゾン測定に関して、下記の機材が存在

している。 （表 1 を参照のこと。） 
 



表 1 
機材 メーカー 型式 シリーズ NO. 特徴 

オゾン発生器 

（ガス希釈校正

器、市販機材、紫

外線分光器） 

 

Sabio 

4010 

Gas Dilution 

Calibrator 

 

なし 

O3 発生頻度 5L/min でオゾン 0.05 – 

1.5 ppm 

精度  選定された点の± 2.0%  又は

5L/min で±3ppb 

O3名目流量：流量精度コントローラーで

0.1L に維持した場合、±0.001L (マニュ

アル仕様) 

オゾン発生器 

（マルチ ガス

キャリブレータ

ー） 

 

Environics 

 

S-100P 

 

1599 

 

ゼロガス発生器 Thermo 

Environics 

111  訪問時には必要な情報の提示がなかっ

た。 

 

オゾン測定器 

シリーズ 300 

 

 

Environics 

 

 

S-300P 

 

 

NO なし 175 

間隔 0 – 1 ppm 

直線性 1 ppb 

再現性 1 ppb 

探知可能な最低濃度 1 ppb 

（マニュアル仕様） 

 
• 上記と同じ特徴を備えたオゾン測定器とオゾン発生器（Environics）がも

う 1 器づつあり、これをオゾンの移転用原基として使用している。 
• オゾン標準原基と考えられている機器の挙動を特徴づける作業を実施して

いる。 
• オゾン測定器の校正を実施している。 
• 機器にはプログラムメンテナンスを実施している 
 
施設 
• 大気測定・校正・基準移転ラボの設置されている施設は現在建設・改修中

である。 
• ラボの環境条件（温度、相対湿度、気圧）を測定するための機材は所有さ



れているが、まだ実施されていない。 
• ラボの照明は十分な明るさがある。 
• 作業用のデスクがある。 
 
面接対象者はラボのエリアとして新しい空間を準備中との説明を行った。 
 
人員 
• オゾン測定及び校正を実施している人員は、Susana Hernandez、 

Alejandro Garcia 及び Jose Zaragoza である。 
• 環境測定のオゾン測定分野に於いては、機器類の取り扱い、大気質測定の

概念の双方に 2 年から 30 年の経験を持つ。 
• オゾン発生器及び校正に使用している標準システムに関し、何らかの比較

試験に参加することの重要性を認識している。 
 
文書類 
• オゾン分析器の測定・内部校正・メンテナンス手順は開発中である。 
 
トレーサビリティー 
• 内部的に標準原基と呼ばれている機器は同様な機器と比較されていない。 
 
不確実性の試算 
• 測定 及び/又は 校正に関する不確実性の試算は行われていない。 
 
サービス 
• 全国で、機関内外のオゾン測定機器の検査を実施している。 
 
4． 条件 
 
1） 機器 
表１に示した市販タイプの機器は、その設計上の特徴や操作マニュアルに書か

れている技術仕様からして、標準原基の候補となり得る。 
その測定原理や測定間隔は、環境中のオゾンを測定する機器の校正に使用する



ことが可能なレベルである。。 
ある機械が移転原基と考えられるため必要な特徴の一つは、オゾン濃度を高い

精度と再現性をもって発生させたり測定したりできることで、その証拠は国際

比較によって得ることができる。 しかしこのラボの場合、国際比較に参加し

ている証拠もなく、不確実性も試算されていない。 
 
2） 施設 
測定と校正が行われている施設はラボ環境の管理と環境条件の測定を必要とす

る。 
 
3） 人員 
環境中のオゾン測定の分野に於いて、機器類の取り扱い、大気質測定の概念の

双方に 2 年から 30 年の経験を持つ。 
 
4） 書類 
オゾン測定・測定機器の校正とメンテナンスについて手順を開発中である。 
 
5） 不確実性の試算 
内部測定 及び/又は 内部校正の不確実性の試算はされていない。 
 

以上 
 
 
Carlos Ramires    Victor Manuel Serrano 
  測定士     測定士 
 



 
 

 環境法、環境政策 環境行政組織 開発計画など JICA の協力 

1971 

 

汚染対策連邦法（Federal Law for the 

Prevention and Control of Pollution）制定

健康支援室（現在の健康事務室）設置

 

  

1976 

 

大気質モニタリング・ネットワークの稼動

（メキシコ・シティ） 

   

1982 

 

環境保護連邦法(Federal Law of 

Environmental Protection)制定 

都市開発および生態系省 (SEDUE) 

設置 

 

国家開発計画（1983-1988）に

おいて環境問題が言及される。

 

 

1983 

 

  環境保護の概念が憲法 25 条に

おいて言及される。 

 

1986 

 

メキシコシティ都市圏の汚染レベルに関

する情報を提供するため、都市圏大気質指

標(IMECA) が適用される。 

   

1987    メキシコ市大気汚染対策調査

(1987 年 2 月～1988 年 5 月) 

1988 

 

生態均衡および環境保護に関する一般法

（生態連邦法）(LGEEPA) 

メキシコシティにおける環境影響に関す

る規制、排気ガスの予防、管理が行われる。

 Salinas 大統領が国家生態政策

を認める。 

 

 

 

1989 

 

 国家水委員会設置 

(National Water Commission) 

国家開発計画1989-1994の制定  



 環境法、環境政策 環境行政組織 開発計画など JICA の協力 

1990 国家環境保護プログラム(1990-1994)制定

大気汚染対策統合プログラム(1990-1995)

制定 

  大気汚染固定発生源対策計画

調査 

(1990 年 2 月～1991 年 9 月) 

1992 

 

 

 

漁業連邦法(Federal Fishing Law)制定 

度量、規格に関する連邦法(Federal 

Metrology and Standardization Law)制定 

国家廃棄物法(Law on National Waters)制

定 

社会開発省(SEDESOL)設置 

環境検察庁(PROFEPA)設置 

環境庁(INE)設置 

 

  

1993 

 

31 州のうちの29 州と連邦地区において

独自の環境法が形成される。 

  環境研究研修センタープロジ

ェクト事前調査 

大気汚染対策燃焼技術導入計

画調査 (1993 年 6 月～1995 年

8 月) 

1994 

 

 環境天然資源漁業省設置 

(SEMARNAP) 

  

1995 

 

メキシコ首都圏大気質改善プログラム 

(PROAIRE) (1995-2000)制定 

 国家開発計画1995-2000制定 

 

環境研究研修センタープロジ

ェクトフェーズI (1995-1997) 

1996 LGEEPA の大改正により実質的環境規制

が行われる。 

   

1997  

 

 

  環境研究研修センタープロジ

ェクトフェーズII (1997-2000) 



 環境法、環境政策 環境行政組織 開発計画など JICA の協力 

1999 

 

メキシコ首都圏における大気質10 年プロ

グラム(2001-2010)制定 

   

2000  環境天然資源省 (SEMARNAT)設置  環境研究研修センタープロジ

ェクトフォローアップ 

(2000-2002) 

2002 国家環境プログラム(2001-2006)制定  国家開発計画2001-2006制定 第三国集団研修開始 

「固体有害廃棄物の適正管理」

(2002-2006) 

2003 国家大気質モニタリング計画(2003-2008)

制定 

   

2004    メキシコ大気汚染モニタリン

グプログラム強化支援基礎調

査（在外基礎調査、3月～8月）
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13．自動大気質モニタリング網の取り組み状況 

 SEMARNAT、INE、CENICA 共同の報告書「メキシコ大気モニタリングの現況報告書」

を基に、メキシコにおける自動大気質モニタリング網の取組状況を以下に整理する。 
 
1. メキシコ国内のモニタリングネットワークの状態及び稼動状況の概要 

 メキシコ国内の各大気モニタリング網の状態および稼働状況を以下にまとめる。 
 
1.1 インフラ施設 

グアダラハラ、プエブラ、レオン、モンテレイ、イラプアト、テカテ各市のモニタリン

グ網では自動測定機のみが使用されている。本書でインベントリーされた機材の総数は

737 台である。国内に既存する機材総数のうち 1/4 以上は、メキシコ首都圏モニタリング

網に配備されている。次に多いのが、グアダラハラ、トルーカ、モンテレイおよびプエブ

ラの順である。国内で最も普及率の高いメーカーは API の 47.4%、次いで、Thermo 
Environmental Instruments （27.2%）および Monitor Labs（14.6%）である。 

  

図 1.1メーカー別大気モニタリング機材分布割合 
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1.2 稼働状況、管理体制 

18 のモニタリング網に設置された自動測定機の大半は機能中（96%）であり、管理主体

の自己所有機材（81%）である。しかし、トレオン、イラプアトおよびセラヤ各市のモニ

タリング・システムには、未だ連邦政府から州政府への移管手続が終了していないものが

ある。バハ・カリフォルニア州のモニタリング・システムについては、本年、メキシコ国

連邦政府、米国連邦政府、カリフォルニア州政府およびバハ・カリフォルニア州政府間で

機材の移管に関する合意が締結され、これによりバハ・カリフォルニア州が管理主体とな

る。 

図 1.2 モニタリング機材稼働状況 

図 1.3 モニタリング機材管理体制 

 
1.3 リソースのニーズ 

モニタリング・システム全体の 63%が優先度の最も高いリソースとして「資金」、次に

「人材」を挙げている。主な資金源は、州政府（52%）である。現在、US-EPA がメキシ

コ北部国境地帯の都市において 4 つの自動モニタリング網を管理している。これは自動モ

ニタリング網全体の 15%に相当する。 
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図 1.4 モニタリング・システムの種類別リソースの必要性 

 

図 1.5 大気モニタリング網運営資金の調達先 

 
1.4 情報管理・分析 

モニタリング網の生成データは、一連の測定作業による成果品である。モニタリング網

全体の 50%はモデムを利用したデータ送受信をおこない、76%は Windows Excell を使っ

てデータの保管・分析をおこなっている。ただし、国内三大モニタリング網では、Dbase
が使用されている。システムの大半で生データが使用されている。データ検証を実施して

いるのは全体の 33%である。使途については、モニタリング・データをローカル・レポー

トの作成に使用しているのが全体の 29%、基準の順守状況の監視は 21%、残り 50%は緊

急対応計画（contingency plan）の策定、トレンド分析、研究活動に使用している。 
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図 1.6 データ管理レベル 

図 1.7 大気モニタリング計画の目的とデータの使用目的 

 
 
2. 各モニタリング網の状況 

メキシコ国内で保有されている、大気質自動測定器の総数は 737 台である。この自動測

定機器の現状を把握し、メキシコ国内における各モニタリング・システムの現状とを把握

するため、前記報告書から状況の記述を抜粋し、調査結果を概略的に述べる。 
 
2.1 メキシコ首都圏 

メキシコ首都圏モニタリング・システムにおけるステーションの数は 36 局で、機器の

保有台数は全国の 1/4 を占めている。気象観測も 15 の局で同時に行なっており、現在、

ステーションの分類、ステーションおよび機材の再配置、機器校正システムおよびデータ

収集処理システムの近代化計画が展開中である。その特徴から国内で最も重要かつ複雑な

システムである。また、人材機器メンテナンスが可能な技術者が 25 人と最も多く、経験

も豊富で水準が高い。 
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2.2 トルーカ都市圏 

自動大気モニタリング網は、1994 年に運用を開始した。トルーカ市内 3 カ所計 7 局の

ステーションで構成されている。2003 年以降から機材の近代化が進められ、これまでに自

動分析装置の 50%の更新を終了している。さらに、移動機材 1 台を有し、州各市の特殊調

査を実施している。しかし、10 年以上が経過した機材もあり、新しいものと交換すること

が提言される。可能であれば、資金の効率的配分および人員の技術向上に向けた計画が策

定されれば、今後 10 年間の効率的かつ信頼性の高いオペレーションを実施することが可

能である。 
 
2.3 グアダラハラ都市圏 

グアダラハラ都市圏自動大気モニタリング網は、1996 年に運用を開始し、市内 5 カ所

計 8 局のステーションで構成されている。現在、HC の測定装置 8 台も有しているが、ス

ペアパーツおよび消耗品の不足から機能停止中である。国内のモニタリング網が直面する

主な問題点は、各種リソースの制約または不足であるが、グアダラハラ都市圏大気モニタ

リング・システムにおいてはこの問題がきわめて深刻で、資金不足によりスペアパーツや

消耗品、補助機材、各種サービスの購入や人材確保に支障を来している。モニタリング機

材を継続的に稼働させるためには、付属品・スペアパーツ・消耗品の購入に必要な予算の

申請と割り当てを適宜おこなうことが最優先課題である。総合的な機材近代化計画を実施

するのが最も望ましい。既存機材は 1993 年から稼働しているが、10 年以上にわたりスペ

アパーツおよび消耗品の購入に支障を来している。これら老朽化した測定機器を２名のベ

テラン技術者がメンテナンスしており、その技術レベルはメーカー代理店技術者を抜いて

いる。36 局で 25 人の要員を抱えるメキシコ市と比較すると、8 局で 2 名は著しく少ない

と思われ、同様にデータ管理要員１名であり、増員が必要である。 
 

2.4 モンテレイ都市圏 

モンテレイ都市圏自動大気モニタリング網は 1992 年に運用を開始し、市内 5 カ所計 5
局のテーションで構成されている。2003 年に測定機材およびデータ通信・収集・管理用イ

ンフラ施設を更新し、既存システムのうち最も近代的設備を有するシステムである。技術

要員も十分なノウハウを有し、今後、継続的なモニタリング網のオペレーションが保証さ

れている。管理体制については、ヌエボ・レオン州環境天然資源保護事業団が機材の安定

したオペレーションを保証するのに必要な十分な資金および資材を割り当てることが期待

される。 
 
2.5 シウダ・フアレス 

シウダ・フアエス大気質モニタリング網は、1993 年に「国境地帯環境計画」として

US-EPA が運用を開始した。現在、ステーション 3 局で構成されている。管理体制につい

ては、フアレス市都市開発環境局の支援を受けて米国テキサス州環境品質委員会（TCEQ：

Texas Commission for Environmental Quality）がテキサス州エル・パソ市環境衛生プロ



グラムを通じてシステムの運用をおこなっている。フアレス市は主にサンプリング活動を

担当し、可能な限り機材のキャリブレーションとメンテナンスを実施している。今後、短

中期的に、既存の移動機材を使った調査を実施し、システム拡張計画の基礎データを収集

するとともに、現在のモニタリング・サイトの情報の検証をおこなっていく必要がある。

数年前から、モニタリング・システムの強化・拡張の必要性について、同地域のモニタリ

ング・ステーションの代表性や容量不足が問題として取り上げられている。 
 
2.6 ティフアナおよびメヒカリ 

この 2 つの大気モニタリング・システムは、同一の構成で 6 局の混合ステーション（自

動・手動）により構成されている。カリフォルニア大気資源委員会（CARB）が運用およ

び予算確保を担当している。本年、バハ・カリフォルニア州環境総局へのシステムの運営

主体の移管と機材の引渡手続が開始した。そのため、機材の適正管理、データ分析をおこ

なうローカル要員の技能強化および必要な予算割り当てが優先課題である。調査票のデー

タによると、現在、ティフアナ市モニタリング網の SO2測定装置 2 台は機能停止中である。 
 
2.7 テカテ 

テカテ大気モニタリング・システム（バハ・カリフォルニア・スル州）は、2000 年に運

用を開始した。現在機能中の自動大気モニタリング・ステーションの測定項目は O3、CO、

NO2 および PM10 である。今後システムの測定容量を拡張する必要性を検討する調査を実

施する必要がある。 
 
2.8 セラヤ 

セラヤ・モニタリング網は、2001 年に運用を開始した。ステーション 3 局から構成さ

れ、CO、SO2、NOx、O3、PM10 および気象データを測定している。グアナフアト州環境

院（IEG）の調整のもと、市内の事業所が構成する財団が運用を担当している。データは

IEG に送付され、ここで蓄積・分析・報告書作成が成される。セラヤ大気質モニタリング

財団および市庁が資金提供をおこなっているものの、モニタリング網が比較的新しい

（2000 年）にもかかわらず、2002 年から資金不足および人材不足に起因する運用上の種々

の問題が発生し始めた。現在、電力供給が断たれたためにステーション 1 局が機能停止中

である。 
信頼性が高く、かつ十分な情報を得るためには、機材のメンテナンス、キャリブレーシ

ョン計画の遂行を保証するのに必要な部品、付属品、ツールおよび消耗品を購入するため

の十分な資金を必要なときに割り当てることが優先課題である。また、技術要員の技能向

上・更新計画も実施する必要がある。現在、同モニタリング網には連邦政府所有の機材が

あり、これらの管理体制の移管合意提携に向けた手続をフォローすることが提言される。 
 
2.9 イラプアト 

イラプアト・モニタリング網は、2000 年に運用を開始した。ステーション 3 局で構成



されている。グアナフアト州環境院（IEG）の調整のもと、市内の事業所が構成する財団

が運用を担当している。データは IEG に送付され、ここで蓄積・分析・報告書作成が成さ

れる。しかし、人材および資金不足により運用に支障を来している。測定機材は機能中で

あるものの、セラヤ市と同様、時宜にかなった予算確保、機材のメンテナンスおよびキャ

リブレーション計画の策定、技術要員の技能向上・更新計画の実施が必要である。また、

同モニタリング網にも連邦政府所有の機材があり、これらの管理体制の移管合意提携に向

けた手続をフォローすることが提言される。 
 

2.10 サラマンカ 

1999 年に、ステーション「クルス・ロハ」の運用を開始し、2001 年に「DIF」ステー

ション、2002 年 3 月に「ナティビタス」ステーションが設置され、3 局のステーションが

運用されている。最も機材が充実しているステーション「ナティビタス」では前述の項目

に加え、雨量および PM10 を自動測定している。運用費は、グアナフアト州環境院の調整

のもと地域の連邦公共セクターが参加する半官半民企業（PEMEX、CFE、Químicos y 
Derivados S.A.、Productos Frugo S.A.、Tecno Industrias、Industrias Purina S.A.、
Ferquimex S.A.、Productos Químicos Industriales 等）から構成される「サラマンカ市

大気質モニタリング財団」の拠出によっている。同地は産業活動が活発なため、サラマン

カ大気モニタリング・システムの果たす役割はきわめて重要である。オペレータ要員は十

分なノウハウを蓄積し、信頼性の高いオペレーションをおこなっているが、ロジスティッ

クをはじめ業務遂行に必要な支援の必要がある。また、技術要員の技能向上・更新計画の

実施も必要である。 
 
2.11 プエブラ 

1999 年、プエブラ州都市開発生態公共事業局により州が管理するプエブラ市大気モニタ

リング網（REMA）が運用を開始した。自動大気モニタリング・ステーション 4 局および

コントロール・センター1 局から構成される。いずれのステーションも同一の構成であり、

測定項目は O3、CO、SO2、NO2、H2S、HCNM、PM10、RH、TMP、WD、WV、UVA、

UVB、PP である。体系的に HC および H2S の測定もおこなっている。炭化水素分析装置

は 2 台が機能中、2 台が故障中である。 
国内で最も近代的な大気モニタリング網で、2000 年から継続的な運用を開始した。保守

点検、キャリブレーション、技術指導等は、サプライヤーが供給後 2 年間にわたり実施し

た。この間 REMA の技術要員がこれらの業務に関連したノウハウを蓄積したが、資金不

足がオペレーションに支障を来しはじめており、機能停止（炭化水素分析装置 2 台）ある

いは部品不足による機能問題（NOx 分析装置 1 台、キャリブレーション・システム 1 台）

が生じている。又、部品を自らの費用や自作により調達している。 
 
2.12 トレオン 

1999 年、コアウイラ州トレオン市庁環境総局が手動大気モニタリング網の運用を開始し

た。TSP、PM10 測定ステーション 4 局から成る。2004 年、システム強化をはかるため、



O3、CO、SO2、NO2、RH、TMP、WD および WV の自動測定機が整備された。最近では、

気象データ（気圧、日射量、雨量）の測定機が購入された。同地は産業活動の活発な湖沼

地帯であり、機材の信頼性の高いオペレーションが最優先課題である。したがって、人材

（データ管理・分析要員）および予算の確保が必要である。また、自動分析装置等、特に

メンテナンスが重要な機材を運転する担当者の育成が必要である。現在、トレオン市環境

総局は、大気質基準の順守状況を監視するために大気質に関するローカル・レポートを作

成している。このほか、前述のとおり、産業活動が活発な地域であることから、汚染物質

の特性とその影響を評価するために汚染物質の排出状況の分析をおこなうことが必要であ

る。 
 

2.13 アグアスカリエンテス 

アグアスカリエンテス大気質モニタリング網は、アグアスカリエンテス州環境副局が

1996 年に運用を開始した。現在、同システムは、自動測定機（CO、SO2、NO2、RH、TMP、
WD および WV）2 局（うち 1 局はオゾンも測定している）および手動測定機２局から構

成される。調査票のデータによると、18 台の機材のうち 10 台は部品が入手できず機能停

止中である。近年、めざましい経済発展を遂げたアグアスカリエンテス市は、メキシコ国

内でも重要な地域のひとつであるが、運用開始当時（1996）から同地のモニタリング網は、

資金不足から部品や消耗品の購入、あるいは故障機材の修理を適宜おこなえず、この点が

同システムの主要な問題点となっている。従って、まず、地域モニタリング計画の優先度

を十分に認識し、機材の更新および維持管理・調整要員ならびにデータ管理分析要員の育

成のために十分な予算を確保することが必要である。 
 
2.14 レオン 

自動ステーションを備え、O3、CO、SO2、NO2、PM10、RH、TMP および WD を測定

している。2003 年に運用開始し、市民団体「Sustentabilidad del Aire para León」が管

理主体となっている。データの収集・分析はグアナフアト州環境院が実施している。2005
年には自動測定機 3 局を増強する計画であり、システム拡張に伴い、財団は人材育成計画

を通じて技術要員の技能強化をはかる必要がある。 
 

2.15 ゴメス・パラシオ 

2004 年 4 月よりドゥランゴ州天然資源環境局が手動大気測定ステーション 1 局の運用

を担当している。モニタリング機材は、現在、機能中であるものの、今後、気象センサー

およびデータ収集処理システムの構成・整備を進める必要がある。測定機材がすでに約 10
年を経ているため、さらに長い期間にわたって地域モニタリング計画を実施するのに必要

な機材類の近代化のための資金を調達する間、オペレーション担当者は、少なくとも最初

の数ヶ月はこの業務に専念し、必要なときに機材を維持管理できるよう、十分なノウハウ

と経験を蓄積することが必要とされる。湖沼地帯では産業活動が活発であるため、前述の

課題を実行することがきわめて重要である。 
 



2.16 クエルナバカおよびオクイトゥコ 

クエルナバカ市のモニタリング網においては、2000 年からモレロス州水環境委員会が自

動モニタリング・ステーション 1 局、手動ステーション 1 局（TSP）、計 2 局の運用を担

当している。しかしながら、同市の測定機材のオペレーションは不安定であり、現在のと

ころ、再配置と新たなステーション建設のため、自動測定機は機能停止中、手動機材につ

いても 1 局は既存ステーションに設置され、もう 1 局は再配置の設置場所を選定中である。

モニタリング計画の目的とスコープを明確に定め、継続的な業務遂行に必要な人材と資材

を割り当てることが必要とされる。 
オクイトゥコ自動ステーションの測定項目は O3、CO、SO2、NO2、RH、TMP、WD、

WV および SR である。同ステーションは、ポポカテペトル火山付近の大気質を観測し、

噴出量の評価をおこなうことを目的に設置されたが、現在、機能停止中の風速および風向

センサーを修理する必要がある。また、モレロス州政府、CENAPRED あるいは SINAICA
のホームページを利用して同ステーションで得られた情報をリアルタイムで一般に公開す

ることが提言される。 
 
 
3. 環境工学士協会（Colegio de Ingenieros Ambientales）の視察報告 

 環境工学士協会（Colegio de Ingenieros Ambientales）が各モニタリング網への視察を

実施し、以下の見解を示している。 
 
「メキシコの各モニタリング網は、国内外の技術図書を整備しているところが少なく、維

持管理担当者は、維持管理および品質保証業務を実施する際、以下の図書を利用している。 
 

• 各機材メーカーの維持管理マニュアル 
• メキシコ公定基準  
• 連邦行政規則集–Code of Federal Regulations(CFR-40)および米国環境保護庁が

定めるその他ガイドライン 
 

メキシコ首都圏、プエブラおよびトルーカのモニタリング・システムは、個別に大気質

の上乗せ管理基準を定める上で、基礎資料となる図書および手順書を作成した。連邦政府

による手順書最終版は、近々、ホームページに掲載される予定である。プエブラの手順書

は、ハードコピーでのみ管理されており、トルーカでは ISO-9000-2002 認証を受けた各測

定方法の手順が採用されている。 
 

 モンテレイでは、オペレーション／サービス・マニュアルにしたがってシステム運用を

実施しているほか、モニタリング網の設計とステーションの据付を実施した業者が作成し

たオペレーション・ガイドも有している。グアダラハラも同様である。 
 
 ティフアナ／ロサリトおよびメヒカリのモニタリング網は、米国 EPA との協定にもと



づき、米国基準に厳密にしたがって米国の民間企業が運営を担当している。オペレーショ

ン・マニュアルは CFR-40 に準拠する。現在、モニタリング・システムの運営と予算の拠

出は、カリフォルニア大気資源委員会（CARB）がおこなっている。本年、バハ・カリフ

ォルニア州環境総局への機材の引渡、および運営体制の移管手続がおこなわれている。 
 

機材の整備内容およびパフォーマンスは各市によって格差があるものの、モニタリング

網の運用に従事する要員の責任意識はいずれもきわめて高く、技術能力も優れている。し

かしながら、深刻な財政難に加え、優先度、組織、予算のいずれもサービスの重要性に比

べ、低く位置づけられている。 
 

モニタリング網およびモニタリング・ステーションが直面する制約要因や代表性の問題、

技術・オペレーション面、データに関する問題点を以下にまとめる。 
• 重要な住宅街や生態系がカバーされていない。 
• 基準となる汚染物質でサンプリング、モニタリングがなされていないものが

ある。 
• 汚染に関連する気象項目の測定施設が不足している。 
• データ生成、伝送、受信効率が 75%以下である。 
• 新規建造物の建設によりステーションの周辺環境が変化した。 
• 汚染物質排出源の直接的影響 
• 機材の維持管理・キャリブレーションが不十分である。 
• 品質管理・保証システムが十分に確立されていない。 
• 熟練スタッフの不足と低賃金。 
• 外部監査機関が設定されていない。 
• 保健セクターとの連携体制がない。 
• 情報普及体制が確立されていない。 

 
国内で最も経験を積み、組織化も進んだシステムは、連邦政府（CENICA）が管理運営

する大気モニタリングである。一方、メキシコ首都圏モニタリング・システムは、国内で

最も古く、かつ複雑で果たす役割も重用である。各種リソースについても、必ずしも十分

とは言えないが、他のシステムと比較して豊富である。したがって、これを他のモデル・

ケースとし、他のモニタリング網についてもそれぞれの州や市当局の積極参加により、こ

れを模範とすることができよう。 
 
 
4. 結論 

 メキシコ首都圏以外のモニタリング・システムは比較的新しく（2000 年～）、その大半

が技術、経験およびノウハウの習得段階にある。しかしながら、資金不足は前述したいず

れのモニタリング・システムにも共通する問題である。 
 



モニタリング活動は、その性格からきわめて動的であり、稼働状況が常に変化している。

そのため本書に記載される情報は現時点の状況を反映するものであり、定期的に調査票の

データを更新するとともに、手動機材でモニタリングを実施している地域や、連邦政府・

地方自治体・民間企業・半官半民企業・市民組織等その実施主体の性格を問わず、国内に

配置された機材についてもインベントリーでカバーしていく必要がある。 
 

国内の各大気モニタリング・システムから生成される大気質データは膨大な量におよび、

今後これらのデータを集積・管理・普及する総合的なシステムを開発していくことが肝要

である。現在と将来のニーズを把握し、一般者も容易に閲覧できるようにするとともに、

どのシステムからでも「ほぼ」リアルタイムで情報を収集・分析・検証・提出できるよう

な十分な容量のシステムとする。 
 

一方、政府や自治体での予算が削減される中で、大気モニタリング計画の効率化が求め

られているが、同時に現在運用されている大気モニタリング網では現行の予算と人材を維

持し、既存ステーションの近代化と必要と判断される箇所における新規ステーションの増

設をはかることが最優先課題とされる。 
 

必要と判断される地域にはローカル・モニタリング計画を実施しなければならないが、

この課題を実行するためにはこれら計画の広報宣伝に努めることが重要である。本書の分

析によると、連邦政府から機材を交付されたモニタリング網と比較して、自己所有の機材

に投資したモニタリング網ほどオペレーションの継続性が高いことが判明した。なお、連

邦政府から交付を受けた機材が未だ設置されていない、あるいは運転を開始していないケ

ースも多く見受けられた。これは主に要員の関心の低さ、あるいは予算や人材不足に起因

する。 
 

人材強化をはかるためには、データの運用管理面を考慮に入れ、各地域のニーズにあっ

たトレーニング計画を策定する必要がある。 
 

ユーザを対象としたメーカー別モニタリング機材オペレーション、キャリブレーション、

メンテナンスに関わる中級・上級コースの実施が提案される。指導には直接メーカーまた

はサプライヤーの人員が当たる。さらに、会議、交流イベント、技術見学を企画し、技術

要員の技能アップをはかる。 
 

また、国内の主要モニタリング・システムおよびモニタリング網のスペシャリストと直

接コミュニケーションを持ち、迅速かつ効率的に情報提供、技術指導が受けられるよう、

インターネット上にコンサルティングや技術支援のフォーラムやサイトを開設することが

提案される。 
 

最後に、資金はシステムの運用を支えるベースであり、資金がなければ、いかに優れた

技術支援があっても、運用上の問題を解消するのは困難であり、生成データの質・量を犠



牲にする結果となる。そこで意思決定者は、将来の大気質管理に関わる意思決定および環

境政策の策定における重要なツールとして、大気モニタリング活動の重要性を十分に認識

することが強調される。 
 

 
 
 
 



14．在外基礎調査で作成した大気質モニタリング管理マニュアルの概要と課題 

1. マニュアルの概要 

 JICA 在外基礎調査で作成した大気質モニタリング管理マニュアルは、次の 6種である。 
1． 大気質管理における大気質モニタリング 
2． 大気モニタリングシステム－構築のクライテリアと基本構成 
3． 大気モニタリングシステムの設計と設置 
4． 大気質モニタリングシステムにおける操作、維持管理、校正 
5． 大気モニタリングシステムにおける精度管理、精度保証 
6． 大気モニタリングシステムの連邦監査手続き 

 
これらの目次を以下に示す。 

マニュアル名 目次 
大気質管理における大気

質モニタリング 
1． はじめに 
2． 目的 
3． メキシコにおける大気モニタリングシステムの診断 
4． 環境管理における大気モニタリングの重要性と有用性 
5． モニタリングシステムの評価と認証の重要性 
6． 用語集 
7． 参考文献 

大気モニタリングシステ

ム－構築のクライテリア

と基本構成 

1． はじめに 
2． 大気モニタリングシステムの構築のためのクライテリア 
3． 大気モニタリングシステム、ネットワーク、モニタリングス

テーションの分類 
4． 大気モニタリングの目標 
5． 大気モニタリングシステムの基本構成 
6． 参考文献 

大気モニタリングシステ

ムの設計と設置 
 

1． はじめに 
2． 大気モニタリングネットワークの設計 
3． モニタリングシェルター、測定機器及びコンピュータセンタ

ーの設置 
4． 参考文献 

大気質モニタリングシス

テムにおける操作、維持

管理、校正 

1． はじめに 
2． 人的資源 
3． 大気モニタリングシステムの操作 
4． 予防的・矯正的維持管理プログラム 
5． 機器の校正プログラム 
6． 安全及び緊急時対応計画 
7． 参考文献 

大気モニタリングシステ

ムにおける精度管理、精

度保証 

1． はじめに 
2． 目的 
3． 精度管理の一般的事項 
4． 精度管理プログラムの作成 
5． 参考文献 



 
マニュアル名 目次 

大気モニタリングシステ

ムの連邦監査手続き 
1． 大気モニタリングシステムの監査 
2． 法的及び組織的観点 
3． 大気質モニタリング監査プログラム 
4． 大気モニタリングシステム監査スキーム 
5． 手続きと指令 
6． 参考文献 

 
2. マニュアルの課題 

JICAの支援により作成されたマニュアル案について、目下CENICA、INE、SEMARNAT
による検討が進んでいる。しかし、その内容を見ると以下の点で不備な点が指摘できる。 

 
1. 連邦のガイドラインと位置づけ、マニュアルは各州、各ネットワーク個々に作成す

ることになっている。従って、統一された方法、精度、整理、解析による大気質モ

ニタリング管理は期待できなくなる。複数ネットワークのある州では州内での統一

もできない状況が発生する。 
2. 大気質管理システムにおいては、全てを各州が行うことになっている。したがって、

CENICA が見本となるシステムの構築を支援し、そのステップをマニュアルに提示

することが求められる。 
3. 大気質モニタリング網の設置基準として人口百万人、自動車 20 万台という指標を示

しているが、この指標は暫定と位置づけるべきで、現状のモニタリングの整備が進

み、データの蓄積を見て、これらを検討の上、指標を修正すべきであろう。 
4. マニュアルにおけるモニタリング網の設計は、基本設計構想に止まっており、対応

能力の無い州では設計は困難となり、運用上も支障をきたす懸念が生じる。より詳

細な事項を記述したマニュアルが求められる。 
5. モニタリング機器の運転・維持管理では、メンテナンス要員に対し求める技術水準

が高すぎると思われる。日常的な保守点検作業にかかるマニュアルが求められるべ

きで、整理と追加が必要である。 
6. 品質管理においては、認証の必要性に関する検討を十分に行う必要がある。一般的

には認証を必要とするのは、国内でも商業取引上必要とする証明行為、手続行為で

あるが、商業取引を伴わない行政組織における環境測定において、各モニタリング

ネットが認証を受ける必要性があるとは思えない。精度管理上、国家標準につなが

るトレーサビリティーの確保は必要であるため、最上級の機関である CENICA の認

証取得は必要と思われるが、CENICA による各モニタリングネットの承認行為をも

って、全国モニタリングネットワークを位置づけるような方法を検討すべき、と思

われる。又、バリデーションの方法は定量的な具体性が必要である。 
   

上記「大気質モニタリング管理マニュアル」のようなマニュアルは、日本では「環境大

気常時監視マニュアル」として 1979 年当時の環境庁大気保全局により作成され、1998 年

の 4 回目の改定を経て現在に至っている。全国約 1,700 個所の一般環境監視局と約 400 個



所の自動車排ガス測定局、合計 2,100 箇所の大気質モニタリングステーションの維持管理、

データの整理と公表は全てこのマニュアルによる統一されたものとなっている。作成当時、

各地方自治体の大気環境管理担当者代表と環境庁関係部局研究機関代表による、マニュア

ル検討委員会が組織され、各地方自治体の現状、測定技術の現状等を勘案し、精力的な検

討を経て、関係機関の総意に基づいたマニュアルが完成した経緯がある。従って、現在の

大気質監視については、中央政府機関と地方機関との間で見解に相違が生じないモニタリ

ングが全国で行われている。 
 
墨国のマニュアルについても、関係機関との十分なすり合わせは重要と思われる。現在

作成が終わったマニュアルを原案と位置づけ、日本人専門家の指導を加え、各州、各ネッ

トの代表等関係機関代表が参加した委員会を組織し、十分な検討をもって、国家大気質モ

ニタリング管理マニュアルとするべきである。 
 



15．メキシコにおける大気汚染予測の現状の詳細 

 
 
1. 固定発生源排出規制のための予測計算システム 

メキシコにおける大気汚染対策で最も遅れている部分が大気汚染予測モデル計算式の

取り扱いである。ともすれば、大規模な自動車排ガス汚染下にあるメキシコ市の大気汚染

に着目しがちで、地方都市における固定発生源からの排出に対する取り組みがなされてい

ない。 
CENICA においてもようやく担当研究者の雇用が本年当初に行われたところである。メ

キシコ国内の主要な固定排出源として、各都市周辺或は主要工業地域に設置されている発

電所がある。これら発電所は排ガス脱硫装置が付けられているものは皆無であり、天然ガ

スの燃焼発電が半数を占めるとしても、残りの半数は石炭、重油の燃焼発電が多く、環境

中の SO2 濃度を高めている。重油中の硫黄分は３％以下の規制があるが、この規制も国営

企業であることから取り締まりに困難があり、時として５％を超える重油の燃焼が確認さ

れている。又、排出高さは低く、着地濃度が高いことは、サラマンカ市のモニタリングデ

ータでも明らかである。 
これら排出源の PROFEPA による取り締まりも、固定煙源汚染予測のモデル式が導入さ

れていないことから、現状では困難である。日本の SO2 対策は総量規制による着地濃度規

制によって、ほぼ終了していることを考えると、単純な計算モデル式の導入はメキシコに

おいても有効と考えられる。 
従って、規制に向けた初期的な拡散計算式の導入を図るため、適切な計算式の選択等、

モデル計算式研究の充実を目的として、短期の研究者の投入は有効と思われる。 
 
2. 都市大気環境改善のための大規模予測手法研究 

特異な地理条件と人口２千万を超える大都市圏のメキシコ市は、大気汚染研究のフィー

ルドとして各国の研究者の対象となっているが、いまだ本格的な大気汚染予測研究の成果

を挙げるに至っていない。汚染改善には汚染機構の解明が必要であり、解明の手段の一つ

として大気汚染予測は有効である。予測により汚染対策も容易で実効性のあるものとなる。 
しかし、過去にメキシコ市都市圏全域を包括する予測計算が試みられたのは１例のみで、

市当局と米国研究機関の共同研究として行われ、計算時間は７日間であった。市内には 36
地点に及ぶ大気質モニタリング地点があり、10 年間以上のデータの蓄積があるが、年間

365 日、8,765 時間の計算モデル式による再現計算（シミュレーショ計算）は行われてい

ない。７日間の計算は、測定キャンペーンが行われ、上空の気象条件データが数多く入手

できた結果、実行が可能となった。 
現在、メキシコ市の上空の気象条件を恒常的観測は２種類の観測で行われている。１つ

は市中心域にある気象センターで１日２回観測される、高層ラジオゾンデ観測である。も

う１つは、同じく気象センターの管理下にある、市北東部、カテドラルの丘に設置されて

いるドップラーレーダー気象観測装置による毎時時間の気象観測である。前記ラジオゾン

デデータは先の７日間予測計算に上空の大気安定度データとして使われたが、市当局、

CENICA 研究者もドップラーレーダー観測データの存在はまったく掌握していなかった。 



市内における予測計算に必要なパラメータである、上空の気象データ及び大気安定度に

関する観測データは極めて乏しく、シミュレーション計算の実行を困難にしている。特に

大気安定度については、１日２回高層ラジオゾンデによる限られたデータしかなく、精度

の高い再現計算は無理であろう。従って、恒常的に測定される大気安定度、上空気象デー

タの確保が、今後のメキシコ市における大気汚染対策を目的とした予測計算に必要である。

上空の気象データは、恒常的なデータとしてドップラーレーダーのデータが有効で、気象

センターの努力に期待するとして、大気安定度のデータ確保は簡単な方法によるものであ

ってもデータの蓄積を図る必要があり、本プロジェクトで簡単な気象機器の追加設置で対

処することが適切と判断される。 
そのために、CENICA が管理する２種の気象機器の導入を図る。１つは UAM-I 構内に

おける放射収支の観測で、もう１つは、市中心域の高層ビルの高さを活用した気温の鉛直

分布観測である。日射量の観測は気象センター、市当局、大学研究機関により行われてい

るが夜間の大気安定度を求めるに足る気象データは皆無であり、CENICA による観測が始

まれば、CENICA よる予測計算研究の先導が可能となると予想される。 
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INVENTARIO NACIONAL DE
EMISIONES  DE MÉXICO

(INEM)

¡¡BienvenidosBienvenidos a la  a la cuartacuarta
reunireunióón regional del INEM!n regional del INEM!

El Inventario Nacional de Emisiones es un
gran  esfuerzo que solo ha sido posible
gracias a la cooperación y cooparticipación
de los gobiernos de las entidades estatales.



¿¿QuQuéé es un inventario de es un inventario de
emisiones a la atmemisiones a la atmóósfera?sfera?

Cálculo estimado de las emisiones de contaminantes
provenientes de diversas fuentes: automóviles, industria,
fuentes naturales, emisiones fugitivas, etc. en una zona
determinada.

Pueden tener distintos formatos y alcances, de acuerdo
con su uso.

Pueden ser inventarios que contienen la suma de las
emisiones estimadas a partir de información existente o
listados detallados de las emisiones a la atmósfera de
una instalación específica que se obtienen a través de
mediciones y monitoreos.

AntecendentesAntecendentes  INEMINEM
• Primeros esfuerzos entre los gobiernos de

México y Estados Unidos para proteger y
mejorar la calidad del aire en la zona
fronteriza entre 1987 y 1989.

• A raíz del Acuerdo de la Paz entre ambos
países, el Instituto Nacional de Ecología inició
en 1995 el Proyecto de Inventario Nacional de
Emisiones para México.



Los inventarios de emisiones sonLos inventarios de emisiones son
herramientas herramientas úútiles para:tiles para:

Obtener tendencias de la calidad del aire.

Elaborar programas de gestión de la
calidad del aire.

Evaluar el cumplimiento de la
normatividad aplicable.

Desarrollar proyectos de modelación para
evaluar la calidad del aire.

Antecedentes INEM (2)Antecedentes INEM (2)

1996-2000
– Capacitación

Talleres
Estudios técnicos (Mobile 5 Mexico)

– Desarrollo de herramientas técnicas
Manuales de estimación
Inventarios de Tijuana y Mexicali



Manuales de EstimaciManuales de Estimacióónn

I. Plan de Preparación del
Inventario*

II. Fundamentos sobre
Inventarios de Emisiones*

* Concluídos

I. Plan de Preparación del
Inventario*

II. Fundamentos sobre
Inventarios de Emisiones*

* Concluídos

III. Técnicas Básicas de
Estimación de Emisiones*

IV. Fuentes Puntuales*

V. Fuentes de Área*

VI. Fuentes Vehiculares*

VII. Fuentes Naturales*

VIII. Desarrollo de Inventarios
para Modelación *

IX.- Evaluación de Avances del
Inventario de Emisiones

X. Inventario de Emisiones de
PM2.5

III. Técnicas Básicas de
Estimación de Emisiones*

IV. Fuentes Puntuales*

V. Fuentes de Área*

VI. Fuentes Vehiculares*

VII. Fuentes Naturales*

VIII. Desarrollo de Inventarios
para Modelación *

IX.- Evaluación de Avances del
Inventario de Emisiones

X. Inventario de Emisiones de
PM2.5

SustentoSustento Legal Legal

El Artículo 111 del Título IV de la LGEEPA
establece que la SEMARNAT debe desarrollar
un inventario de emisiones al aire de las
fuentes contaminantes dentro de la
jurisdicción federal y actualizarlo
periódicamente.
Además, la SEMARNAT debe coordinarse con
los gobiernos estatales y municipales para
integrar los inventarios regionales, así como
un inventario nacional.



INE-SEMARNATINE-SEMARNAT

El INE y la Subsecretaría de
Gestión para la Protección
Ambiental de la SEMARNAT son los
organismos encargados del
desarrollo, mantenimiento y
actualización del primer Inventario
Nacional de Emisiones de México.

SEMARNATSEMARNAT

Secretario

Subsecretaría de Gestión
para la Protección

Ambiental

Subsecretaría de
Planeación y Política

Ambiental

Subsecretaría de Fomento
y Normatividad Ambiental

Unidad Coordinadora
de Participación Social

y Transparencia

UCAI

CECADESU

CNA

IMTA

PROFEPA

CONANP

CONAFOR

CONABIO

Insittuto Nacional
de Ecología

Investigación sobre
Ordenamiento Ecológico

y Consevación de
Ecosistemas

Investigación sobre la
Contaminación Urbana, Regional y

Global

Investigación en Política
y Economía Ambiental

Centro de Investigación y
Capacitación Ambiental

Gestión de la
Calidad del Aire y
Registro de
Emisiones y
Transferencia de
Contaminantes



DirecciDireccióón General de Investigacin General de Investigacióón sobre lan sobre la
ContaminaciContaminacióón Urbana, Regional y Globaln Urbana, Regional y Global

Investigación sobre la Contaminación Urbana, Regional y Global

Investigación sobre
Sustancias Tóxicas y

Peligrosas

Investigación sobre
Cambio Climático

Investigación sobre la
Calidad del Aire

•Análisis y evaluación  de
vulnerabilidad al cambio climático
y opciones de mitigación.

•Análisis y evaluación de
vulnerabilidad a recursos hídricos
en México y opciones de
adaptación.

•Guías para nuevas plantas de
electricidad.

•Control conjunto de
contaminación urbana y gases de
efecto invernadero.

•Inventario Nacional de
Emisiones

•Modelos de predicción
estadística en calidad del aire

•Análisis en la tendencia de la
calidad del aire

•Modelos matemáticos en
calidad del aire

•Análisis de la normatividad de
las emisiones en vehículos

•Estrategias generales en
manejo de la  calidad de aire
para la ZMVM

•Programa de gestión de la
calidad de aire entre México-EUA

•Análisis y evaluación de las
opciones de manejo y
tratamiento de las sustancias
tóxicas y peligrosas.

•Evaluación del riesgo ambiental
de los pesticidas y otros tóxicos
químicos.

•Análisis y evaluación de lugares
contaminados.

•NACEC programa en el manejo
del ruido y el Programa  de
manejo de químicos.

DirecciDireccióón General de Gestin General de Gestióón de la Calidad del Aire yn de la Calidad del Aire y
Registro de Emisiones y Transferencia de ContaminantesRegistro de Emisiones y Transferencia de Contaminantes

Gestión de la Calidad del Aire y Registro de Emisiones y Transferencia de Contaminantes

Registros y LicenciasGestión de la Calidad del Aire

Desarrollar un Registro Nacional de Emisiones y
Transferencia de Contaminantes con la siguiente
información:

•Datos anuales de emisiones de contaminantes al aire,
agua y suelos y transferencias para su tratamiento
y/o confinamiento, detallados por especie química
particular y por tipo de establecimiento, sectores
económicos y regiones.

•Ub i ca c i ón  g eog r á f i c a ,  d a t o s  g en e r a l e s  y
características operativas y de prevención y control de
la contaminación de las fuentes de emisiones, y datos
de fuentes de área o no puntuales, como operaciones
agrícolas y de transporte.

•Elaborar el inventario nacional de fuentes de emisión
de contaminantes al aire en coordinación con el Instituto
Nacional de Ecología, y apoyar en las actividades
estatales y municipales para el desarrollo de los
inventarios de su competencia.

•Promover el fortalecimiento institucional local en
materia de gestión de la calidad del aire.

•Coordinar el diseño e instrumentación de estrategias
integrales de gestión de la calidad del aire y su relación
con la agenda nacional de energía y los programas de
transporte y desarrollo urbano.



OrganizaciOrganizacióón del Proyecton del Proyecto
 SEMARNAT-  INE

Secretaría del Medio Ambiente y Recursos Naturales
Instituto Nacional de Ecología

WGA

Asociación de
Gobernadores del
Oeste de los EUA

U.S. EPA

             Agencia de
Protección Ambiental

de los EUA

CCA

Comisión para la
Cooperación Ambiental

Enlace de WGA  en
INE: Arnoldo Matus

Kramer

CAB

Comité Asesor
Binacional

CTA

Comité Asesor
Técnico

Sub-comités
técnicos

                   ERG

Eastern Research
Group, Inc.

Acosta y Asociados TransEngineeringEnlace de ERG en
SEMARNAT:

Alberto Cruzado

Autoridades ambientales de las 32
entidades estatales

Delegaciones de la SEMARNAT en los
estados

ComitComitéé T Téécnico Asesorcnico Asesor
El Comité Técnico Asesor está
compuesto por:
– Gobierno federal: SEMARNAT e INE y las

Delegaciones de SEMARNAT en los estados.
– Gobierno estatal: autoridades ambientales

de las  entidades federativas.
– Instituciones académicas.
– Representantes de la sociedad civil.
– Representantes de la EPA y grupos

académicos y de la sociedad civil de Estados
Unidos.



Objetivos del InventarioObjetivos del Inventario
Nacional de EmisionesNacional de Emisiones

Desarrollar el primer inventario nacional de
México.

• Fortalecer la capacidad técnica e institucional de
INE, SEMARNAT, sus Delegaciones y
autoridades estatales de medio ambiente para
desarrollar inventarios de emisiones.

• Mejorar las bases técnicas para analizar la
calidad del aire en México.
Apoyar y homologar esfuerzos tri-nacionales
para inventarios de emisiones que desarrolla la
Comisión para la Cooperación Ambiental (CCA).

Desarrollo del ProgramaDesarrollo del Programa
Avance

TerminadaPlaneación y formación del Comité
Técnico Asesor (CTA)

1Fase 1

TerminadaVersión preliminar del INEM para
los seis estados de la Frontera
Norte
•No incluye fuentes:

Móviles que no circulan por
carretera
Naturales

4

Terminado
Terminado

Balance Nacional de Combustibles
Balance Nacional de Solventes

3Fase II

TerminadoPlan de preparación del Inventario
Nacional de Emisiones (INEM)

2

Etapas y tareas



Desarrollo del ProgramaDesarrollo del Programa

• Octubre
2004
• Diciembre
2004

• Borrador del reporte final del
INEM
• Reporte final del INEM

–32 entidades federativas
–Nivel estatal y municipal
–Todas las fuentes

7

Agosto 2004Recopilación y procesamiento de
información existente sobre
fuentes puntuales en las 26
entidades federativas restantes

6

Fechas de
cumplimiento

Junio 2004Inventario de Emisiones para los
Estados de la Frontera de 1999
(final)

5Fase III

Etapas y tareas

CaracterCaracteríísticas del Inventariosticas del Inventario
Año base: 1999
Cobertura Geográfica:
– Fases I, II: estados de

la frontera norte
– Fase III: estados

restantes y Distrito
Federal

Contaminantes
incluidos:
– NOx, SOx, COV, CO,

PM10, PM2.5, NH3

Resolución Espacial:
– Estado y municipio

Resolución Temporal:
– Anual para 1999,

proyecciones para
2018

– Perfiles temporales
para una resolución
más fina

Especiación química:
– Identificar información

disponible



ActualizaciActualizacióón de losn de los
InventariosInventarios

Instituciones responsables:
– INE, SEMARNAT y autoridades estatales

Relación con el RETC:
– COA’s
– Transparencia en acceso a información

Formalizar participación de estados y
municipios y el fortalecimiento de su
capacidad institucional

ReuniReunióón de Ciudad de Mn de Ciudad de Mééxicoxico
ObjetivosObjetivos

Informar y difundir el proyecto del INEM en sus distintas
fases de desarrollo.
Desarrollar los contactos y mecanismos de coordinación
entre la federación y las entidades federativas para el
desarrollo del INEM.
Establecer el compromiso para el acopio y envío de la
información necesaria por parte de las entidades
federativas para la conclusión del INEM.
Identificar las necesidades específicas de capacitación para
el futuro desarrollo del INEM.
Establecer un calendario de compromisos.
Designar representantes de la región para el Comité
Técnico Asesor.
Designar un interlocutor por entidad federativa para el
INEM.



Fuentes de informaciFuentes de informacióónn
Página del INE-SEMARNAT:
http://www.ine.gob.mx

Grupo de discusión del INEM
http://mx.groups.yahoo.com/subscribe/inventario_mex



17．メキシコ公式規格（NOM）一覧（大気汚染関連） 

 

種別 NOM 番号 内容 
NOM-020-SSA1-1993 オゾンの環境基準 
NOM-021-SSA1-1993 一酸化炭素（CO）の環境基準 
NOM-022-SSA1-1993 二酸化硫黄（SO2）の環境基準 
NOM-023-SSA1-1993 二酸化窒素（NO2）の環境基準 
NOM-024-SSA1-1993 総浮遊粒子状物質（TSP）の環境基準 
NOM-025-SSA1-1993 PM10 の環境基準 

環境基準 

NOM-026-SSA1-1993 鉛の環境基準 
NOM-034-ECOL-1993 CO の測定方法と装置の検定法 
NOM-035-ECOL-1993 TSP の測定方法と装置の検定法 
NOM-036-ECOL-1993 オゾンの測定方法と装置の検定法 
NOM-037-ECOL-1993 NO2 の測定方法と装置の検定法 

濃度測定 

NOM-038-ECOL-1993 SO2 の測定方法と装置の検定法 
NOM-039-ECOL-1993 硫酸プラントから発生する二酸化硫黄、三酸化硫黄

及び硫酸ミストの規制 
NOM-040-ECOL-1993 セメント工場からの粒子状物質の規制 
NOM-043-ECOL-1993 固定発生源からの粒子状物質の規制 
NOM-046-ECOL-1993 固定発生源のドデシルベンゼンスルフォン酸製造に

おける二酸化硫黄及び三酸化硫黄ミスト放出の規制 
NOM-085-ECOL-1994 固定発生源の燃焼施設の排ガス規制（ばい煙、粒子

状物質、SO2、NOx） 
NOM-075-ECOL-1995 製油所内油水分離器からの VOC の規制 
NOM-097-ECOL-1995 ガラス製造施設からの粒子状物質及び NOx 規制 
NOM-105-ECOL-1996 セルロース製造施設からの粒子状物質及び規制 
NOM-121-ECOL-1997 自動車の自動塗装施設からの VOC 規制 

排出規制 
（固定発

生源） 

NOM-123-ECOL-1998 溶剤系塗料製造施設からの VOC 規制 
NOM-042-ECOL-1993 乗用車、軽トラックの排ガス規制（未燃 HC、CO、

NOx） 
NOM-044-ECOL-1993 ディーゼルトラック（3,857kg 以上）の排ガス規制

（HC、CO、NOx、粒子状物質、不透過率） 
NOM-047-ECOL-1993 二輪車の排ガス規制（HC、CO、不透過率） 
NOM-076-ECOL-1995 新車トラック（3,857kg 以上）の排ガス規制（未燃

HC、CO、NOx）及び燃料システムからの揮発性

HC 規制 
NOM-045-ECOL-1996 中古トラックの排ガス規制（不透過率） 

排出規制

（移動発

生源） 

NOM-041-ECOL-1999 中古乗用車の排ガス規制（未燃及び揮発性 HC、CO、

NOx） 
NOM-051-ECOL-1993 メキシコ市首都圏における固定発生源出産業用灯油

中の硫黄重量の規制 
燃料規制 

NOM-086-ECOL-1994 メキシコ市、グアダラハラ都市圏、モンテレイ都市

圏、北部国境地帯における固定発生源及び移動発生

源における液体及び気体燃料中の硫黄分等の規制 
出典： SEMARNATホームページ “Leyes y Normas” [ http://portal.semarnat.gob.mx/semarnat/portal]及び

伊藤正義（2002）「メキシコ合衆国の鉱業に係る環境規制の動向」『金属資源レポート』Vol.32 No.3 



注　この活動詳細案はメキシコ側との役割分担を明確にするために作成し、これに基づき
POが作成された。ただし、あくまでもこれは協議用の参考資料である。

PROJECT TITLE: Project on Strengthening of Air Monitoring Program in the United Mexican States

I II III IV I II III IV I II III IV

Output
1:

Capacity to collect reliable air quality monitoring data in Mexico is
strengthened.

CENICA Tecamachalco
(standard transfer
laboratory)

1-1 CENICA, with the help of a Japanese expert, modifies the existing draft
standard manuals on air quality monitoring (1. air quality monitoring, 2.
monitoring network design, 3. installation of monitoring equipment, 4.
operation, maintenance and calibration of monitoring equipment,
5 QA/QC 6 audit by the federal government)

1) A Japanese expert and CENICA discuss the contents of the existing
draft manuals and modify them if necessary.

2) CENICA forms a committee comprised of representatives of State
governments and local networks connected and to be connected to
SINAICA (hereafter referred to as “ the local networks ” ) to discuss
manuals on air quality monitoring, and working groups by topic of the
manual under the committee

3) Each working group discusses and comments on the contents of the
draft manual.

1-2 CENICA and three model cities, wit the help of a Japanese expert,
carry out pilot projects (1. evaluation of the locations of the existing
monitoring stations, 2. establishing a QA/QC system) in the model
cities.

CENICA-UAMI

1) The committee established in 1-1 2) selects three model cities for
implementing the pilot projects.

2) Staff of CENICA and the model cities and a Japanese expert prepare a
detailed plan on the pilot projects.

3) A Japanese expert provides staff of CENICA and the model cities with
trainings on subjects necessary to implement the pilot projects.

4) CENICA and the model cities implement the pilot projects
1-3 The draft standard manuals on air quality monitoring are finalized

1) CENICA modifies the draft manuals based on the comments from the
working group and the results of the pilot projects in the model cities
(see 1-2).

2) CENICA checks whether the contents of the draft manuals meet
requirements of the existing bilateral agreements and modifies the
manuals as necessary.

3) Each working group finalizes the draft manuals, considering the results
of the pilot projects.

4) The committee finalizes the draft manuals based on the discussions at
the working groups.

5) The six manuals are approved as the standard of air quality monitoring
in Mexico.

1-4 CENICA, with the help of a Japanese expert, designs and conducts
capacity building programs in air quality monitoring according to the
standard manuals for the local governments (to be carried out in
conjunction with 2-3 if possible).

1) CENICA prepares a training program on the proper air monitoring using
the standard manuals for each of three different targets (1. 18 local
networks with automatic monitoring identified by CENICA, 2. other
existing local networks, 3. State governments and municipalities with
population of 500,000 or more without air quality monitoring networks).
(see 2-3 for calibration of air quality monitoring equipment)

2) CENICA holds a training workshop on proper air quality monitoring for
each of the three different targets (see 2-3 for calibration of air quality
monitoring equipment).

3) CENICA recommends the 18 local networks to evaluate locations of
the existing monitoring stations according to the standard manual on
designing air quality monitoring network and to send their report to
CENICA.

4) CENICA recommends the 18 local networks to establish QA/QC
systems according to the standard manual on QA/QC and to send their
report to CENICA.

5) CENICA staff and a Japanese expert visit the 18 local networks to
guide them to conduct proper air quality monitoring

6) CENICA periodically checks implementation of QA/QC by the 18 local
networks according to available human resources. 

1-5 CENICA, SEMARNAT, and a Japanese expert promote equipping and
staffing for air quality monitoring in local governments

1) CENICA asks the 18 local networks to identify necessary actions to
improve their monitoring to the level specified in the standard manuals
(including the one prepared in 4-1) and to estimate necessary costs
and personnel for implementing these actions.

2) CENICA, SEMARNAT, and Japanese experts visit the States and
municipalities to address the importance of air quality monitoring,
introduce the cases in which the public and private sectors cooperate
for air quality monitoring (e.g. Salamanca), and discuss the estimates
prepared in 1-5 1) to Environmental Directors of the State and mayors

Outputs and Activities Mexican Counterpart
1st Year 2nd Year 3rd Year



I II III IV I II III IV I II III IVOutputs and Activities Mexican Counterpart
1st Year 2nd Year 3rd Year

3) CENICA makes the information about each local government's air
quality monitoring practice (monitoring stations, staffing and budgeting)
public through SINAICA.

Output
2:

The existing air quality monitoring equipment calibration system
in Mexico is improved.

CENICA Tecamachalco
(standard transfer
laboratory), CENAM

2-1 A master plan to improve the existing air quality monitoring equipment
calibration system is prepared (including the establishment of the
secondary standard laboratory under CENICA).

1) CENICA and a Japanese expert, in collaboration with CENAM, prepare a
draft master plan to improve the existing air quality monitoring equipment
calibration system (including the establishment of the secondary standard
laboratory under CENICA)

2) CENICA consults with local networks and SEMARNAT on the draft
master plan and finalizes it.

2-2 Capacity of CENICA to calibrate air quality monitoring equipment is
strengthened.

1) Necessary equipment for CENICA to conduct proper calibration of air
quality monitoring equipment is installed.

2) A Japanese expert (or CENAM staff) provides CENICA staff with
trainings on calibration of air quality monitoring equipment

2-3 CENICA, with the help of a Japanese expert, designs and conducts
capacity building programs in calibration of air quality monitoring
equipment according to the standard manual prepared in 1-3 for the
local governments (to be carried out in conjunction with 1-4 if possible)

1) CENICA prepares a training program on the calibration of air monitoring
equipment using the standard manuals for each of the three different
targets as mentioned in 1-4 1).

2) CENICA holds a training workshop on proper calibration of air quality
monitoring equipment for each of the different targets

3) CENICA staff and Japanese experts visit the 18 local networks to guide
them to conduct proper calibration of air quality monitoring equipment

4) CENICA periodically checks implementation of proper calibration of air
quality monitoring equipment by the 18 local networks according to
available human resources.

2-4 CENICA acquires ISO17025 for air monitoring and calibration of the
monitoring equipment.

1) CENICA prepares necessary documents to apply for ISO17025
2) CENICA conducts in-house trainings on ISO17025.
3) CENICA applies for ISO17025.

Output
3:

Studies that complement existing air quality monitoring are
carried out.

3-1 CENICA conducts studies on designing an air quality monitoring
network (to be carried out as a part of the pilot project to evaluate
locations of the existing monitoring stations in 1-2)).

CENICA

1) Staff of CENICA and the model cities identify locations of the existing
monitoring stations in the model cities.

2) A Japanese expert provides staff of CENICA and the model cities with
trainings on passive sampler and manual monitoring methods used in
the pilot project.

3) Staff of CENICA and the model cities conduct passive sampler and
manual monitoring in the model cities and identify pollutants
concentration distribution.

4) Staff of CENICA and the model cities evaluate locations of the existing
monitoring stations with a Japanese expert.

3-2 CENICA conducts studies on effective utilization of monitoring data
through the use of the models (to be carried out as a part of the pilot
project to analyze air quality monitoring data in 4-2).

CENICA, DGCURG-
INE, DGGCA and
RETC-SEMARNAT,
local governments

1) A Japanese expert, INE and researchers of UNAM design a 2 to 3 year
training program to form Mexican experts on the use of photochemical,
transport and dispersion models of air pollution

2) Staff of the research area of CENICA, DGCURG-INE, DGGCA- and
RETC-SEMARNAT and staff from CAM and two to three cities form a
group for training on meteorological and modeling

3) Mexican experts train the group on the use of meteorological and
chemical models.

4) The group conducts on diffusion field analysis, comparison of
calculated concentrations of air pollutants with monitoring data,
assessment of population exposure to air pollutants using models in
target cities with advices from the Mexican and Japanese experts.

5) The group presents the results of the studies to the policy makers in the
target cities.

3-3 CENICA conducts studies on the measurement of hydrocarbons
related to photo-chemical smog (VOCs) and their impacts.

CENICA

1) CENICA conducts VOC measurement in Mexico City and the model
cities.

2) CENICA studies relationships between concentrations of O3 and other
pollutants such as oxygenated compounds.

3-4 CENICA conducts studies on measurement methods of non-standard
air pollutants (PM2.5).

CENICA

1) CENICA studies PM2.5 measurement methods and conducts
measurement in Mexico City and the model cities.

2) CENICA studies concentrations and compositions of PM2.5
3) CENICA studies analysis methods of carbon on particles in the air



I II III IV I II III IV I II III IVOutputs and Activities Mexican Counterpart
1st Year 2nd Year 3rd Year

Output
4:

Capacity to conduct management and analysis of air quality monitoring data
in Mexico is strengthened.

CENICA, DGCURG-
INE, DGGCA and
RETC-SEMARNAT,
local governments

4-1 A Japanese expert, in cooperation with CENICA and other Mexican
counterparts, prepares a draft standard manual on air quality
monitoring data management (including methods of analysis/evaluation
of weather and climate, model analysis, and evaluation of relevance
between emission sources and concentration of pollutants)

1) A Japanese expert and CENICA prepare a draft manual on air quality
monitoring data management.

2) CENICA forms a committee comprised of representatives from State
governments and the local networks (same as the one in 1-1) and
forms a working group on the data analysis under the committee

4-2 Management and analysis of air quality monitoring data and application
of the results of the analysis to policy planning are carried out in the
model cities selected in 1-2.

1) Japanese experts provide staff of CENICA and the model cities with
trainings on management and analysis of air quality monitoring data

2) Staff of CENICA and the model cities conduct, with the help of a
Japanese expert, management and analysis of air quality monitoring
data using the draft manual prepared in 4-1 1)

3) The model cities, with the help of CENICA and a Japanese expert,
evaluate and review existing air pollution control measures based on
the results of the data analysis.

4) CENICA and the model cities hold a seminar to share their experience
in the pilot projects (including activities under 1-2).

4-3 The draft standard manual on air quality monitoring data management
is finalized (including methods and case studies of analysis/evaluation
of weather and climate, model analysis, and evaluation of relevance
between emission sources and concentration of pollutants).

1) CENICA and other Mexican counterparts modify the draft manual
based on the study (comparison of concentrations of air pollutants
monitored and calculated (under 3-3 b)) and monitoring data analysis
and application of the results to policy planning in the model cities
(under 4-2)

2) The working group finalizes the draft manual, considering the results of
4-2.

3) The committee finalizes the draft manual based on the discussions at
the working group.

4) The manual is approved as the standard of air quality monitoring data
management in Mexico.

4-4 CENICA conducts capacity building of the local governments for
management and analysis of air quality monitoring data according to
the standard manual.

1) CENICA, with the help of a Japanese expert, prepares a training
program on management and analysis of air quality monitoring data for
each of the 18 local networks and the other existing networks

2) CENICA and other Mexican counterparts hold a training workshop on
management and analysis of air quality monitoring data for each of the
18 local networks and the other existing networks.

3) CENICA recommends the 18 local networks to conduct management
and analysis of air quality monitoring data and send their reports to
CENICA.

4) CENICA holds a workshop for the local networks to exchange
information and share experiences about management and analysis of
air quality monitoring data.

Output
5

Accessibility of the general public and policy makers to
information about air quality is increased

5-1 Capacity to provide information about air quality through SINAICA is
improved.

CENICA

1) CENICA improves the SINAICA network system through data logger
development.

2) CENICA encourages additional 6 local networks to be connected to
SINAICA.

3) CENICA publicizes air quality monitoring data and results of the data
analysis through SINAICA.

5-2 CENICA and SEMARNAT promote that the model cities introduce
effective media, such as a computer display showing SINAICA pages
to disseminate air quality monitoring data to the general public in the
model cities.

CENICA, local
governments

5-3 SEMARNAT holds seminars to present the results of the whole
projects for each of the general public (including NGOs, academe,
private companies) and policy makers (including government staff).

SEMARNAT, CENICA

Output
6

The National Air Quality Monitoring Program (PNMA) 2007-2010 is
prepared.

CENICA, INE,
SEMARNAT

6-1 CENICA, in collaboration with a Japanese expert, prepares a draft
PNMA 2007-2010 based on identification of current status and results
of the PNMA 2003-2008.

6-2 CENICA consults with stakeholders on the draft PNMA.
6-3 The PNMA 2007-2010 is approved by INE and SEMARNAT.



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0. 基準のある・ない汚染物
質に関する情報が十分では
ない 

0-1.大気汚染緊急事態を発動
すべき時に発動できない 

0-2. 大気汚染の削減のため
の効果的なアクションが
取れない 

1. 大気質モニタ
リングを補完する
調査が十分なされ
ていない 

1-2. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究機関
が少ない 

1-3. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究予算
が少ない 

1-1. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究を行
う能力を持った
人員が不足して
いる 

2. 多くの地方自
治体がモニタリン
グを義務付けた法
を遵守しない 

2-1. 地方自 治
体がモニタリン
グの義務を果た
さない場合の罰
則がない 

2-2. 地方当 局
の長のモニタリ
ングの必要性に
対する認識が低
い 

2-3.市民社会の
モニタリングの
必要性に対する
認識が低い 

3. 機器の適切な
オペレーションが
できない 

3-2. 二次基 準
の認定元がない 

3-1. 分析機 器
が作業中に頻繁
に故障する  

3-3-3-1. 職員が
退職させられる 

3-3-2. 研 修 コ
ースが不足して
いる  

3-3. 訓練さ れ
ている技術スタ
ッフが不足して
いる 

3-3-3.職員の定
着率が悪い 

3-3-1. 研 修 に
ついて、基準の
スキームに則っ
た資格を持った
スタッフがいな
い 

3-1-1. パ ー ツ
が不足している 

3-1-2.予防メン
テナンスが不足
している 

3-2-1. CENAM
が認定を行うた
めの技術能力及
びインフラを持
っていない 

3-2-1-1. 二次基
準認定の需要が
ない 

3-2-1-1-1. 地方
政府が二次基準
を遵守する義務
を負っていない 

3-3-3-2. 職員が
転職してしまう 

3-3-3-2-1. 給料
が安い 

3-3-3-1-1. 政権
が頻繁に交代す
る 

0-1/2-1. 大気汚染による住民
の健康被害が生じている 

0-3. 住民や当局が大気質の問題
はないと感じている 

0-3-1. 法律遵守を求める当局へ
の住民の圧力がない 

0-3-2. 当局が大気汚染対策を優
先課題としない 

0-4. 大気汚染による住民への健
康リスク、生態系への影響、経
済的損失が分からない 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 大気汚染の影
響を決定するため
に必要な地域がカ
バーされていない 

4-2. 観測所の
位置及び機材の
構成が適切では
ない 

4-1. 機材が不
足している 

5. データの精度
が保証されていな
い 

5-2. データの
精度保証につい
て訓練された職
員がいない 

5-1.データの精
度保証に関する
ガイドラインが
ない 

6. 情報の普及と
適用が不足してい
る 

6-2. 情報分析
について訓練さ
れた職員がいな
い 

6-1.地方ネット
ワ ー ク の
SINAICA への
統合が不十分で
ある 

4-2-1. ネ ッ ト
ワークの設計に
関する指針がな
い 

4-2-2. メ キ シ
コにおけるネッ
トワークデザイ
ン能力が十分で
ない 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0. メキシコ社会が大気質モニタリングの重要性を認識し、
地方自治体が信頼性の高い大気質モニタリングデータを提
供し、政策立案や評価に活用できる能力が向上する 

0-1. 必要な時に大気汚染緊急
対策計画が適用される 

0-2. 連邦及び地方政府によ
る効果的な大気汚染管理施
策が立案、実施、評価される

1. 大気質モニタ
リングを補完する
調査が実施される 

1-2. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究機関
が増える 

1-3. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究予算
が確保される 

1-1. 大気質 モ
ニタリングを補
完する研究を行
う能力を持った
人員が育成され
る 

2. 多くの地方自
治体がモニタリン
グを行っている 

2-1. 地方自 治
体がモニタリン
グの義務を果た
さない場合の罰
則が定められる 

2-2. 地方当 局
の長のモニタリ
ングの必要性に
対する認識が高
まる 

2-3.市民社会の
モニタリングの
必要性に対する
認識が高まる 

3. 機器の適切な
オペレーションが
できる 

3-2. 二次標 準
の認定元が確立
される 

3-1. 分析機 器
が作業中に頻繁
に故障しない  

3-3-2. 十 分 な
研修コースが提
供される  

3-3. 訓練さ れ
ている技術スタ
ッフが配置され
る 

3-3-3.職員の定
着率が高まる 

3-3-1. 研 修 に
ついて、基準の
スキームに則っ
た資格を持った
スタッフがいる 

3-1-1. パ ー ツ
が十分にある 

3-1-2.予防メン
テナンスが行わ
れている 

3-2-1. CENAM
が認定を行うた
めの技術能力及
びインフラを持
っている 

3-2-1-1. 二次標
準認定の需要が
ある 

3-2-1-1-1. 地方
政府が二次標準
を遵守する義務
を負っている 

0-1/2-1. 大気汚染による住民
の健康被害が減少する 

0-3. 一般市民及び政策決定者の
大気管理施策への支援が高まる 

0-3-1. 法律遵守を求める当局へ
の住民の圧力が高まる 

0-3-2. 当局が大気汚染対策を優
先課題とする 

0-4. 大気汚染による住民への健
康リスク、生態系への影響、経
済的損失が把握される 

調査研究の実施 ﾃ ﾞｰﾀ収集能

力向上 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器校正

ｼｽﾃﾑの改善 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 大気汚染の影
響を決定するため
に必要な地域がカ
バーされている 

4-2. 観測所の
位置及び機材の
構成が適切であ
る 

4-1. 機材が整
備されている 

5. データの精度
が保証されている 

5-2. データの
精度保証につい
て訓練された職
員が従事してい
る 

5-1.データの精
度保証に関する
ガイドラインが
できている 

6. 情報の普及と
適用が進んでいる 

6-2. 情報分析
について訓練さ
れた職員がいる 

6-1.地方ネット
ワ ー ク の
SINAICA への
統合が進んでい
る 

4-2-1. ネ ッ ト
ワークの設計に
関する指針がで
きている 

4-2-2. メ キ シ
コにおけるネッ
トワークデザイ
ン能力が強化さ
れる 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ能力

向上 

情報ｱｸｾｽの改善 ﾃﾞｰﾀ管理解析

能力向上 



メキシコ
全国大気汚染モニタリング

強化支援プロジェクト

理事会報告

平成17年7月19日

中南米部／地球環境部
C/P機関：環境研究研修センター

（CENICA）

CENICAによる大気質汚染調査

１．メキシコ国援助重点分野

１．人間の安全保障の向上と貧困削減

２．産業開発と地域振興

３．地球環境問題及び水の衛生と供給に関する協力

４．日墨パートナーシッププログラム、南南協力支援



２．深刻だったメキシコ首都圏の大気汚染

現在の日本（新宿） 1988年ﾒｷｼｺｼﾃｨ

SO2濃度比較 約0.08ppm

約0.004ppm

約２０倍の濃度

１９８４年 １９８８年

約１００万人

約２２０万人

喘息･気管支炎等呼吸器系患者数

４年間で約２倍

３．メキシコ首都圏での大気汚染対策の進展

具体的対策としては・・・

　・低硫黄燃料への転換

　・天然ガスへの転換

　・工場移転

　・約500回/月の立入検査

結果として・・・
環境基準

モニタリング用機器

メキシコシティにおけるＳＯ2濃度の推移

1986年　大気質モニタリング開始

1989年　大気汚染対策統合計画

メキシコシティにおいては1992年頃から改善傾向

1987～1988　メキシコ市大気汚染対策計画調査（JICA）



Guadalajara

Monterrey

ZMVM

４．大気汚染の地方部への拡大

地方部で煙を排出する工場

地方部メキシコ首都圏

約5％
2％以下

2倍以上

地方部で大気汚染が懸念される理由
　１．工場移転・地方産業振興
　２．未熟な設備（例：煙突が低い）
　３．燃料対策の遅れ
　　　　（燃料中の硫黄分が多い）

５．JICAの協力（1987～）

大気汚染対策のM/P作成

研究・研修拠点の設立と強化

地方自治体への普及

1987年～1988年　メキシコ市大気汚染対策計画調査

（開発調査）

1995年～2002年　環境研究研修センタープロジェクト

（技術協力プロジェクト）

2005年～2008年　全国大気汚染モニタリング強化支援プロジェクト

（技術協力プロジェクト）

連邦
政府

2002年～　第三国研修（有害廃棄物）の開始

協力のターゲット

地方
自治体

～中央から地方へ～



６．国家大気質モニタリングプログラム
（2003～2008）

実施
機関

内容

CENICA（本プログラム推進のため、 2002年に

大気質モニタリング・汚染物質特性分析課を新設）

１．現状と課題の把握
２．モニタリング情報の
　　質の向上と全国標準化
３．信頼できる大気汚染情報
　　の国民への提供
４．モニタリング局数の増加

背景 CENICAが作成し、環境天然資源省・大統領府が承認

目的 全国レベルで適切な大気質の診断及び調査を実施し、
人々の健康及び生態系の保全施策立案の基礎となる
情報を提供する。

１．現状と課題の把握 03-04メキシコ実施済

JICAに

協力を要請

４．モニタリング局数の増加 メキシコ側が実施予定

７．自動大気質モニタリングの現状

モニタリング局（プエブラ市）

現在モニタリングが実施されている地方自治体

・大気質モニタリングは
　地方自治体の義務

・18自治体86局で実施
（日本：約2,100局）

量・質共に問題を抱えている



８．大気質モニタリングの質的課題

市民・企業

地方自治体が
正確な現状を把握できない

データ収集

解析

立案

実施

１．生データの信頼性が低い

２．解析能力不足

情報提供

市民・企業が
正確な現状を把握できない

地方自治体

大気に関する
情報を入手

３．発信能力不足

対策要求・支持
現状を把握

プロジェクト目標

９．プロジェクト目標と成果

地方自治体が信頼性の高いデー
タを提供し、政策立案や評価に

活用できる能力が向上

メキシコ社会が
大気質モニタリングの

重要性を認識

データ管理・
解析能力の強化

大気質モニタリング
を補完する調査

大気質情報への
アクセスの改善

大気質データ
取得能力の向上

機器校正
システムの改善

成果１ 成果４ 成果５

成果２ 成果３ 国家指針の
策定と普及を
通して達成



１０．プロジェクト実施体制

連邦特別区
　　　　　　（メキシコ市）
メキシコ国立自治大学

市　

民　
　

・　　

企　

業

情報提供・啓発

モデル
地方自治体

環境天然資源省

CENICA

③国家指針策定
　精度管理体制構築

リソース提供

専門家チーム

地方自治体

④
国

家
指

針
の
普

及

⑤経験の共有

①
指
針
案
の
試
行

②
フ
ィ
ー
ド
バ
ック

情報提供・啓発

技術支援

連邦政府

国家大気質情報システム

１８地方自治体

３
自
治
体

大気環境管理能力の強化

１１．プロジェクトのインパクト

国家大気質モニタリング
プログラム

質の改善
対象：18都市

3300万人

・効果的な大気汚染対策の実施
・緊急時における適切な対応
・大気汚染対策への市民等
　による支持の向上
・健康リスク等の調査・研究

量の改善

プロジェクト

上位目標



１２．インプット

短期専門家　９名
　・環境管理
　・大気質モニタリング
　・精度管理
　・データ管理・解析
　・システム設計
　・濃度予測モデル　等
総計：72M/M
総額　約 265,000 千円

専門家

・研修用測定機器
・校正用機器　等

総額　約 72,000 千円

供与機材

総額　約 38,500 千円

現地業務費

総額　約 385,000 千円

計8名　約 9,500 千円

本邦研修

１3．人間の安全保障の視点

・脅威の軽減（恐怖からの自由）
→大気汚染の現状が明らかになり、

　必要に応じて対策が実施される。

・多様なレベルへの働きかけ
→中央政府、地方政府、市民に働きかけ、

　それぞれのレベルにおいて能力向上を図る。

・様々なアクターとの連携
→信頼できる大気質情報の公表を通じて、政府・企業・

　市民・研究機関間で大気汚染対策のための連携促進。



資料名 言語 媒体

1
大気質国家戦略　基礎ワークショップスケジュール
（全国大気質行政計画作成にかかるSEMARNATとCENMAの打ち合わせ概要；西語紙）

西語 紙

2
Almanaque de Datos y Tendensias de la Calidad del Aire en Ciudades Mexicanas
（JICAとCENICA共同2000年11月作成の5地域における大気質モニタリング報告書）

西語 冊子

3
Segundo almanaque de datos y tendencies de la calidad del aire en seis ciudades mexicanas
（2003年11月発刊。６地域における大気質モニタリング報告書）

日本語
紙

電子データ

4
Nota Informativa Instrumentos requeridos en la medición de contaminantes emitidos a la atmósfera
por Fuentes Fijas
（固定発生源から排出される汚染物質の測定に必要な機器）

西語
紙

電子データ

5
INFORME DE LA VISITA TÉCNICA Realizada el 05 de septiembre del 2002, en la CD. de México.
（技術調査報告書。2002年9月のCENICA大気測定・較正・基準移転ラボの試験レポート）

西語
紙

電子データ

6
INFORME INTERNO PRUEBA DE APTITUD DE FUENTES FIJAS 630 QS003-0008-PA
（固定発生源測定能力についての試験能力内部報告書）

西語
紙

電子データ

7
Nota Informativa Método de muestreo y análisis de partículas suspendidas en el medio ambiente.
（大気中の浮遊粒子状物質のモニタリング及び分析法、煙道測定NOM関係、システムのキャリブレーション等）

西語
紙

電子データ

8
Fuente de trazabilidad, características y costo de la calibración de los instrumentos que miden
contaminantes a la atmósfera de acuerdo a las Normas NMX-AA-010-SCFI-2001, NOM-036-ECOL-1993 y NOM
085 SEMARNAT 1994

西語
紙

電子データ

9 INFORME INTERNO PRUEBA DE APTITUD DE FUENTES FIJAS 630 QS003-0008-PA 西語
紙

電子データ

10
Proyecto para el Diseno de una Estrategia Integral de Gestion de la Calidad del Aire en el Valle
de Mexico 2001-2010
（「メキシコ盆地における総合的大気質戦略設計のためのプロジェクト」コンセプトペーパー）

西語 紙

11 2月3日のマリオモリーナ氏公演プログラム 西語 紙

12
Informe de actidadies 2004 Proyacto “ Extension de la Cobertura del Sistema Nacional de
Informacion de la Calidad del Aire（SINAICA活動報告書）

西語 紙

13 サラマンカ大気汚染改善プログラム2003－2004
西語

日本語
電子データ

14 NOM-038-ECOL1993（SO2に関する規定） 日本語 電子データ

15 国家環境天然資源計画2001-2006
西語
英語

冊子
紙

16 SEMARNAT内規
西語

日本語
電子データ

17
Assessing Alternatives for Lowering Sulfur Content in Gasoline and diesel in Mexico
（フェルナンデス氏によるメキシコの低硫黄化燃料の導入評価）

英語 電子データ

18 INVENTARIO NACIONAL DE EMISIONES A LA ATMÓSFERA 西語 電子データ



19
Programa para Mejorar la Calidad del Aire de la Zona Metropolitana del Valle de Mexico 2002-2010
（メキシコ市大気質改善プログラム）

西語 冊子

20 低硫黄燃料に関するプレゼンテーション資料 西語 電子データ

21
Direccion de Investigacion en Monitoreo y Caracterizacion de contaminantes atmosfericos
 (CENICAテカマチャルコ2004-2005活動プレゼンテーション）

西語 電子データ

22 在外基礎調査で作成されたモニタリングマニュアルのドラフト 英語 電子データ

23
INVENTARIO NACIONAL DE EMISIONES DE MÉXICO
（エミッションインベントリープレゼンテーション資料）

西語 電子データ

24 Objetivos y metas de la Fase III del INEM（プレゼンテーション資料） 西語 電子データ
25 Participación de CENICA en la campaña CAM-MIT 2003 （2003CENICA研究活動） 西語 電子データ
26 Proposal of the research area of CENICA （CENICAの研究部門のプロポーザル） 英語 紙
27 CENICAテカマチャルコ活動計画プレゼンテーション（英文・電子データあり） 英語 電子データ

28
Monitoring of Volatile Organic Comppounds (VOCs) in Air and Analyzed by Gas Chromatography / Mass
Spectrometry（GC/MS 熱脱着装置を用いた研究プロポーザル）

英語 紙

29
Health Benefits of Pollution Control
(マリオモリーナ氏「エアクオリティー　イン　メキシコシティー」第4章)

英語 紙

30 INFORME DE LA SITUACION DEL MEDIO AMBIENTE EN MEXICO（環境統計年鑑） 日本語 電子データ




	付属資料目次
	８．CENICAが一次・二次標準機関となるための用件（調査団見解）
	９．CENAMがCENICAに対して実施した、「全国測定ラボに必要なトレーサビリティ授与実現可能性調査」の報告書
	10.メキシコの大気環境行政の変遷と日本の協力
	11.メキシコ大気質モニタリングプログラム
	12.SINAICA接続系統図
	13.自動大気質モニタリング網の取り組み状況
	14.在外基礎調査で作成した大気質モニタリング管理マニュアルの概要と課題
	15.メキシコにおける大気汚染予測の現状の詳細
	16.全国エミッションインベントリー整備進捗状況
	17.メキシコ公式規格（NOM）一覧（大気汚染関連）
	18.PO作成のための詳細活動案
	19.問題分析
	20.目的分析
	21.理事会説明資料（プレゼンテーション）
	22.収集資料リスト




